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第2章
Ｃ
ｂ
Ｃ
Ｒ
対
応
を
契
機
に

グ
ロ
ー
バ
ル
税タ

ッ
ク
ス
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

務
管
理
の

体
制
構
築
は
こ
う
す
る

企
業
を
取
り
巻
く

税
務
環
境
の
変
化

２
０
１
５
年
９
月
の
Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
行
動

計
画
に
関
す
る
最
終
報
告
書
発
表
後
、

２
０
１
６
年
５
月
の
パ
ナ
マ
文
書
お
よ
び

２
０
１
７
年
11
月
の
パ
ラ
ダ
イ
ス
文
書
の

公
表
を
機
に
、
企
業
の
税
務
戦
略
と
レ

ピ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ン
リ
ス
ク
と
の
関
係
が
よ

り
密
接
と
な
る
と
と
も
に
、
さ
ま
ざ
ま
な

国
で「
税
の
透
明
性
」の
強
化
が
叫
ば
れ
て

い
る（
第
１
章「
Ｃ
ｂ
Ｃ
Ｒ（
国
別
報
告
事

項
・
国
別
報
告
書
）の
概
要
」⑻
参
照
）。

欧
米
系
多
国
籍
企
業
の
一
部
で
は
、
規

制
上
の
要
請
・
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
観
点
等
か
ら
企

業
の
税
務
ポ
リ
シ
ー
等
を
す
で
に
開
示
し

て
い
る
が
、
日
系
企
業
に
お
い
て
も
、「
税

の
透
明
性
」の
確
保
へ
の
取
組
み（
例
：
税

務
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
税
務
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン

ス
・
税
務
ポ
リ
シ
ー
等
）に
つ
い
て
、
す

で
に
開
示
を
実
施
ま
た
は
今
後
開
示
を
検

討
す
る
企
業
が
増
加
し
て
い
る
。

日
本
親
会
社
に
お
い
て
は
、
税
務
戦
略

等
に
関
す
る
企
業
の
情
報
公
開
に
伴
う
税

務
リ
ス
ク
・
レ
ピ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ン
リ
ス
ク

な
ど
へ
の
影
響
に
つ
い
て
事
前
に
検
討
す

る
必
要
性
が
生
じ
、
ま
た
各
国
に
お
け
る

「
税
の
透
明
性
」の
強
化
へ
の
対
応
に
伴

い
、
税
務
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
業
務
に
係

る
負
担
増
が
不
可
避
と
な
る
こ
と
か
ら
、

こ
れ
ま
で
以
上
に
納
税
者
自
身
に
よ
る
事

前
の
リ
ス
ク
評
価
お
よ
び
税
務
コ
ン
プ
ラ

イ
ア
ン
ス
業
務
の
効
率
的
な
対
応
の
必
要

性
が
高
ま
っ
て
い
る
。

近
年
の
税
務
当
局
の

デ
ジ
タ
ル
化
と
税
務

リ
ス
ク
の
増
大

多
く
の
国
に
お
い
て
、
近
年
の
財
政
逼

迫
を
背
景
に
、
各
国
の
政
府
は
税
務
当
局

に
対
し
、
税
務
調
査
や
租
税
徴
収
の
執
行

強
化
に
よ
る
税
収
増
加
と
と
も
に
、
効
率

的
な
租
税
徴
収
を
強
く
要
請
し
て
い
る
。

各
国
の
税
務
当
局
は
、
納
税
者
か
ら
よ
り

多
く
の
情
報
を
収
集
し
、
収
集
情
報
の
比

較
・
分
析
等
を
通
じ
て
、
効
率
的
な
税
務

調
査
・
租
税
徴
収
の
執
行
に
努
め
て
お
り
、

さ
ま
ざ
ま
な
国
で
税
務
当
局
の
デ
ジ
タ
ル

化
が
急
速
に
進
行
し
て
い
る
。
税
務
当
局

の
デ
ジ
タ
ル
化
レ
ベ
ル
は
大
き
く
分
け
て

５
段
階
あ
り
、
最
終
的
に
は
納
税
者
に
よ

る
税
務
申
告
書
の
作
成
・
提
出
が
不
要

（
レ
ベ
ル
５
）と
な
る
未
来
が
想
定
さ
れ
て

い
る（
図
表
15
参
照
）。
現
状
の
各
国
税
務

当
局
の
デ
ジ
タ
ル
化
対
応
状
況
に
つ
い
て

は
、
図
表
16
の
と
お
り
で
あ
る
が
、
特
に

中
南
米
お
よ
び
欧
州
の
一
部
、
そ
し
て
中

国
に
お
い
て
デ
ジ
タ
ル
化
対
応
が
進
ん
で

い
る（
現
状
、
レ
ベ
ル
５
の
国
は
存
在
せ

ず
、
日
本
・
米
国
は
レ
ベ
ル
１
で
あ
る
）。

こ
の
よ
う
に
、
納
税
者
が
想
定
す
る
よ
り

も
早
い
ス
ピ
ー
ド
で
税
務
当
局
の
デ
ジ
タ

ル
化
が
進
行
し
て
お
り
、
税
務
当
局
が
有

す
る
納
税
者
の
情
報
量
は
か
な
り
の
も
の

（図表15）　税務当局のデジタル化
・税務当局のデジタル化レベルは5段階あるが、最終的には納税者による税務申告書の作成・提出が不要となる未来が想定される

（注）　すべての政府が同じ情報を収集しているわけではなく、また上記モデルに基づいて情報を同様に取り扱うわけではなく、またデジタル化に向けた動きは必ずしも直線
的ではない点に留意されたい

レベル1 レベル2
パ
ラ
ダ
イ
ム
シ
フ
ト

レベル3 レベル4

破
壊
的

レベル5
電子申告 電子会計 電子照合 電子監査 電子評価

標準化された電子税
務申告フォームの利
用を義務化または選
択。その他の所得デー
タ（給与支払名簿、財
務データ等）は電子的
に提出され、年次で
照合

提出書類の証跡とな
る会計・その他のソー
スデータ（請求書・試
算表等）を所定の電子
フォームにより所定の期
限までに提出。このレベ
ルでは、頻繁な追加と
変更が行われる

追加的な会計情報およびソー
スデータを提出。政府が追加
データ（銀行証明書等）にアク
セスし、リアルタイムで税目を
横断するデータ照合を開始す
るとともに、潜在的には納税
者および管轄地域を横断する
データ照合を開始

政府機関がレベル2の
データの分析および提
出書類との相互確認を
リアルタイムで行い、
地理的な経済体系を把
握。納税者は監査評価
書を電子的に受領し、
制限期間内に対応

政府機関はもはや税
務申告書を要さず、提
出されたデータを利用
して課税評価を行う。
納税者は制限期間内
に政府機関が計算し
た税額の検証を実施


